
「鉄道構造物等設計標準・同解説（コンクリート構造物）」（以下、コンクリート

標準）、 「鉄道構造物等設計標準・同解説（鋼・合成構造物）」（以下、鋼・合成標

準）を改訂しました。また、基礎・抗土圧構造物の維持管理業務支援ツールとし

て、手引き（以下、基礎・抗土圧手引き）を作成しました。

⚫コンクリート標準、鋼・合成標準では、鉄道システムを構成するすべての構造物

の設計の考え方、要求性能の設定、照査等の基本事項に対して統一性を持たせ、

基本原則編、構造物・構造要素編、部位・部材編の3階層としました。

⚫コンクリート標準では、非線形有限要素解析による照査法や水の浸透に伴う鋼

材腐食に関する検討の導入、高強度鉄筋の適用範囲の拡大、支承部、部材の耐

力、たわみの算定法や接合部の構造細目等を更新しました。

⚫鋼・合成標準では、橋梁用高降伏点鋼板や高力ボルト摩擦接合継手のすべり係

数の変更、地震時の鋼桁の上揚力の算定法等を導入しました。

⚫基礎・抗土圧手引きでは、特に洗掘に起因する構造物の変状に着目し、健全度

判定例や洗掘採点表の活用事例について記載を充実化しました。

鉄道技術推進センター

技術基準と業務支援ツール

特 徴

第Ⅰ編基本原則

／第Ⅱ編橋りょう

第Ⅳ編支承構造第Ⅲ編コンクリート構造 第Ⅰ編基本原則／第Ⅱ編橋りょう／

第Ⅲ編鋼・合成構造／第Ⅳ編支承構造

コンクリート標準 鋼・合成標準

コンクリート標準（2023年1月発刊）、鋼標準（2024年3月発刊）は設計に、基

礎抗土圧手引き（２０２３年７月）は維持管理に活用できます。

用 途

活用例

鉄道事業者において、構造物の設計および維持管理の実務で活用されています。
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構造物

鉄道構造物等設計標準

共通となる原則

本改訂の範囲 ※今後の改訂において構成の詳細を検討

鉄道構造物等
維持管理標準

構造物・構造要素

・橋りょう編 ・土構造物編※

・トンネル編※

・耐震設計編※

部位と部材に関する
事項

構造物と構造要素の
設計に関する事項

部位・部材

・コンクリート構造編・基礎構造編※

・鋼・合成構造編 ・複合構造編※

・支承構造編

・基本原則編

鉄道に関する技術上の基準を定める省令（国土交通省令第151号）

降雨の激甚化による洗掘事例の増
加懸念に対応するため、洗掘に対する
抵抗性が低下している橋りょうを見落
とさないことを目的として、注意すべ
き橋りょうの項目例を例示するととも
に、検査すべき変状を整理しました。

改訂した標準の体系と社会との適合性の位置づけ

洗掘による変状に関する健全度判定の例

フーチング底面の露出

（直接基礎）

フーチング上・側面

の露出（直接基礎）

健全度判定 AA 健全度判定 A
（進行性がない場合：B)

照査を満足する複数の設計解に対し
て、1つの設計解を選ぶ際の設計の妥
当性の評価基準として、「社会との適合
性」の概念を位置づけました。

設計の妥当性
の評価基準

・環境の維持，保全
・構造物の景観
・経済的な水準

社会との適合性

安全性/使用性/復旧性
・要求性能の設定

・要求性能の照査
・冗長性や頑健性

要求性能の確保

社 会 か ら
の 要 求

設定条件の変動，
不確実性への対応

設計可能解

・要求性能の水準

設計解

・構造計画

コンクリート標準の改訂効果の例 鋼・合成標準の改訂効果の例

（改訂後）

接合部の耐力等の評
価に基づく構造細目
の見直し
⇒帯鉄筋量の削減

水の浸透に伴う鋼材
の腐食に関する検討
の導入
⇒かぶりの適正化

強度に関する鉄筋の
適用範囲拡大

⇒帯鉄筋量，軸方向鉄
筋量の削減

⇒断面の縮小

支持条件に対応したせん断
耐力算定式の導入
⇒断面の縮小
⇒せん断補強鉄筋量の削減

水掛かりの程度に応じた区分に
よる曲げひび割れ幅の算定法
⇒軸方向鉄筋量の削減

例：合成桁

高力ボルト摩擦接合継手

高力ボルト摩擦接合
継手の耐力評価方法
の見直し
⇒ボルト本数の削減

高力ボルト下フランジ

縦リブ高力ボルト摩擦接合継手

腹板

地震時の桁の上揚力
の算定方法の見直し

⇒浮上り防止装置の
小型化

鋼桁

橋脚

上揚力

支承
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